
掲示・閲覧用No：54-000514

1. 事業者の概要 ( 年 6 月 1 日 現在)

１６４－００１２

東京都中野区本町一丁目１２番８号

2. 事業所の概要

住所　〒

TEL FAX

1 あり 2 なし 1 あり 2 なし

3. 事業の目的及び運営の方針

4. 利用施設の概要

延べ床面積 ９９６.０１

要介護認定者

株式会社アズ・ライフケアが開設する指定通所介護事業は、適正な運営を確保する為に人員及び管
理運営に関する事項を定め、事業所の従業者が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定通
所介護を提供することを目的とする。

事業の目的

５００－８２６８

０５８－２７３－４１６５

管理者名

利用対象者

所在地
電話番号

初回指定取得日

第三者による評価の実施状況

■　従業者は、要介護状態にある高齢者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した
日常生活を営むことができるよう、生活機能の維持又は向上を目指し、機能の訓練及び必要な日常
生活の援助を行うことにより、お客様の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びにお客様の
ご家族の身体的、精神的負担の軽減を図る。
■　事業の提供にあたっては、お客様の意思及び人格を尊重して、常にお客様の立場に立った
サービスの提供に努めるものとする。
■　事業の実施にあたっては関係市区町村、地域の保健・医療・福祉サービス並びに居宅サービス
事業者、居宅介護支援事業者との綿密な連携を図り、総合的なサービス提供に努めるものとする。
■　従業者の教育研修を重視し、提供するサービスの質について常にその改善を努め、介護技術の
進歩に対応した適切な介護技術をもってサービス提供を行う。

最寄りの交通機関からの
所要時間

名鉄名古屋本線笠松駅徒歩27分

建物の構造 耐火鉄骨造２階建 機能訓練室や浴室等の設備 食堂機能訓練室、一般浴室、機械浴室

㎡

利用定員 月曜日～土曜日 ２０名

法人の沿革・特色

事業所の名称

伊藤　恒祐

あずみ苑岐阜

岐阜県岐阜市茜部菱野３－１４３－１

２０１６年７月１日

２０１３　年　１２　月　２０　日　に設立

居宅介護支援・通所介護・短期入所生活介護・介護付有料老人ホーム・日常生活支援総合事業

事業者(法人)名

代表者

電話番号

事業内容

所在地

役職 氏名

第　　２１７０１１２８４７　　号事業所番号

実施日
評価機
関名称

結果の
開示

運営の方針

０５８－２７３－４１８５

ASK第102号16版（DS）（岐）-⑤

重要事項説明書(通所介護）

株式会社アズ・ライフケア 法人種別 株式会社

前田　隆博

2026

介護事業

住所 ０３－６３１６－１８１３

代表取締役

法人が保有する
事業所の種類
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5. 事業所の職員体制

業務内容

管理者： 本事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行うものとし、従業者に運営基準を遵守させる為の必要な

指揮命令を行います。

生活相談員： お客様の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、お客様又はそのご家族の相談に

適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行います。

看護職員： お客様の健康状況に注意するとともに、必要に応じて健康保持の為の適切な措置をとります。

機能訓練指導員： 心身の状況に応じ、日常生活に必要な機能の回復、又はその維持・向上の為の訓練を行います。

介護職員： 通所介護計画に基づき、介護サービスの提供を行います。

6. 営業日時とサービス実施地域

～ （但し、 １月１日・２日は休業日）

※ 上記以外でもサービスの実施をする場合があります。

　7. サービスの内容

（1） サービスの提供にあたっては、「通所介護計画」に沿って計画的に提供します。

献立表により、栄養やお客様の身体の状況・嗜好等を考慮した食事を提供し、必要な介助を行います。

療養食などは別途ご相談下さい。

お客様の身体の状況に応じた入浴の介助を行います。

お客様の身体の状況に応じた排泄の介助を行います。

送迎サービスを行います。

季節の行事等を考えた催しを行っています。お客様の希望により参加できます。

（行事によって別途参加費がかかるものもあります。詳しくはその都度ご説明の上、承諾をいただきます。）

居宅サービス計画に基づき機能訓練を実施します。

介護保険の対象とならないサービス（利用金額の全額がお客様の負担になります。）

・特別な食事　　・日常生活上必要となる諸用品（オムツ等）

（2） 通所介護計画については、お客様又はご家族に説明し、同意をいただいた上で交付いたします。

（3） サービスの提供にあたっては、お客様の要介護状態の軽減、もしくは悪化の防止となるよう適切に行います。

（4） サービスの提供は懇切丁寧に行い、分かり易いように説明します。もし、わからない事があればいつでも職員にお尋ね下さい。

（5） 職員は常に身分証明書を携行していますので、必要な場合はいつでもその場で提示をお求め下さい。

職種 職員配置数 兼務状況

看護職員 ２ 名以上 機能訓練指導員兼務

機能訓練指導員 ３ 名以上 看護婦職員兼務

管理者 １ 名 生活相談員兼務

生活相談員 ２ 名以上 介護職員兼務

介護職員 ５ 名以上 生活相談員兼務

その他の職種 １ 名以上 運転士

レクリエーション

営業時間 ８：３０～１７：３０

通常の事業の実施地域 岐阜市（加納東、加納西、茜部、鶉、日置江、柳津町）

営業日 月曜日 土曜日

機能訓練

サービス種別 サービス内容

食事

入浴

排泄

送迎
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8. お客様負担金

お客様負担金は、次の３種類に分かれ、それぞれの自己負担分の合計額がお客様にご負担いただく金額となります。

Ⅰ 介護報酬に係るお客様負担金（介護保険負担割合証に記載の割合額）

【ご注意】

（1） お客様負担金のうち、介護報酬に係る費用は下記料金表記載のとおり、サービス毎に定められている単位数をもとに計算され

ます。

具体的には

ア） 基本額のうち、実際に受けたサービスの単位数の１ヶ月の合計を計算します。

イ） お客様がご利用いただいているサービスが加算額及び減算額項目に定める各該当要件を満たす場合には、それぞれ

定められた計算式に従い、ア）に加算及び減算処理を行います。

ウ） ア）及びイ）より計算された総単位数に地域区分　（ ） に応じた一単位の単価 （ 円 ）を

掛けた額が費用総額となります。

エ） 費用総額から９０％、８０％、７０％のいずれかを差し引いた額が介護報酬に係る費用の自己負担額となります。

＊１割負担の場合

＊２割負担の場合

＊３割負担の場合

（2） 下記料金表に記載されたカッコ内の金額はあくまで目安となります。

（3） 要介護認定を受けていないお客様は、要介護認定確定後、介護保険証にて要介護状態区分をご確認いただき、下記の表

にて該当部分をご確認下さい。

（4） 要介護度が変更になりましたお客様は、新しい要介護度確定後、介護保険証にて要介護状態区分をご確認いただき、下記

の表にて該当部分をご確認下さい。

（5） 要介護認定申請後、認定結果が出るまでの間、居宅サービス計画（暫定）に基づき提供されたサービスについて、要介護認

定の結果、自立（非該当）となった場合は、次の金額をご負担いただきます。

１回　４,１５５円（税込み）　×　利用回数

（6） 日常生活支援総合事業対象者となった場合は、お客様のお住まいの市区町村の規定に従い、その利用料を請求いたします。

① 基本額

右上　１割自己負担額)

中央　２割自己負担額)

右下　３割自己負担額)

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

式）　　介護報酬に係る費用の自己負担額＝費用総額　－　（費用総額　×　８０％）

式）　　介護報酬に係る費用の自己負担額＝費用総額　－　（費用総額　×　７０％）

項目 単位数 （左　費用総額　： 該当要件

通常規模型
通所介護費

要介護１ ３７０ 単位

３,７９９ ３８０

４,３４４ ８６９

４,３４４ １,３０４

３時間以上４時間未満利用した場合、
１回につき算定

３,７９９ ７６０

３,７９９ １,１４０

要介護２ ４２３ 単位

４,３４４ ４３５

要介護３ ４７９ 単位

４,９１９ ４９２

４,９１９ ９８４

４,９１９ １,４７６

要介護４ ５３３ 単位

５,４７３ ５４８

５,４７３ １,０９５

５,４７３ １,６４２

要介護５ ５８８ 単位

６,０３８ ６０４

６,０３８ １,２０８

６,０３８ １,８１２

式）　　介護報酬に係る費用の自己負担額＝費用総額　－　（費用総額　×　９０％）

１０.２７６級地

3 / 17 ページ



掲示・閲覧用

右上　１割自己負担額)

中央　２割自己負担額)

右下　３割自己負担額)

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

３９９

４時間以上５時間未満利用した場合、
１回につき算定

３,９８４ ７９７

３,９８４ １,１９６

項目 単位数 （左　費用総額　： 該当要件

通常規模型
通所介護費

要介護１ ３８８ 単位

３,９８４

要介護２ ４４４ 単位

４,５５９ ４５６

４,５５９ ９１２

４,５５９ １,３６８

要介護３ ５０２ 単位

５,１５５ ５１６

５,１５５ １,０３１

５,１５５ １,５４７

要介護４ ５６０ 単位

５,７５１ ５７６

５,７５１ １,１５１

５,７５１ １,７２６

要介護５ ６１７ 単位

６,３３６ ６３４

６,３３６ １,２６８

６,３３６ １,９０１

通常規模型
通所介護費

要介護１ ５７０ 単位

５,８５３ ５８６

６,９１１ １,３８３

６,９１１ ２,０７４

９,０３７ １,８０８

９,０３７ ２,７１２

要介護５ ９８４ 単位

１０,１０５ １,０１１

１０,１０５ ２,０２１

１０,１０５ ３,０３２

５時間以上６時間未満利用した場合、
１回につき算定

５,８５３ １,１７１

５,８５３ １,７５６

要介護２ ６７３ 単位

６,９１１ ６９２

要介護３ ７７７ 単位

７,９７９ ７９８

７,９７９ １,５９６

７,９７９ ２,３９４

要介護４ ８８０ 単位

９,０３７ ９０４

通常規模型
通所介護費

要介護１ ５８４ 単位

５,９９７ ６００

７,０７６ １,４１６

７,０７６ ２,１２３

９,２５３ １,８５１

９,２５３ ２,７７６

要介護５ １,００８ 単位

１０,３５２ １,０３６

１０,３５２ ２,０７１

１０,３５２ ３,１０６

６時間以上７時間未満利用した場合、
１回につき算定

５,９９７ １,２００

５,９９７ １,８００

要介護２ ６８９ 単位

７,０７６ ７０８

要介護３ ７９６ 単位

８,１７４ ８１８

８,１７４ １,６３５

８,１７４ ２,４５３

要介護４ ９０１ 単位

９,２５３ ９２６
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右上　１割自己負担額)

中央　２割自己負担額)

右下　３割自己負担額)

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

項目 単位数 （左　費用総額　： 該当要件

通常規模型
通所介護費

要介護１ ６５８ 単位

６,７５７ ６７６

７時間以上８時間未満利用した場合、
１回につき算定

６,７５７ １,３５２

６,７５７ ２,０２８

要介護２ ７７７ 単位

７,９７９ ７９８

７,９７９ １,５９６

７,９７９ ２,３９４

要介護３ ９００ 単位

９,２４３ ９２５

９,２４３ １,８４９

９,２４３ ２,７７３

要介護４ １,０２３ 単位

１０,５０６ １,０５１

１０,５０６ ２,１０２

１０,５０６ ３,１５２

要介護５ １,１４８ 単位

１１,７８９ １,１７９

１１,７８９ ２,３５８

１１,７８９ ３,５３７

通常規模型
通所介護費

要介護１ ６６９ 単位

６,８７０ ６８７

８,１２３ １,６２５

８,１２３

１,０７０

１０,６９１ ２,１３９

１０,６９１ ３,２０８

要介護５ １,１６８ 単位

１１,９９５ １,２００

１１,９９５ ２,３９９

１１,９９５ ３,５９９

８時間以上９時間未満利用した場合、
１回につき算定

６,８７０ １,３７４

６,８７０ ２,０６１

要介護２ ７９１ 単位

８,１２３ ８１３

２,４３７

要介護３ ９１５ 単位

９,３９７ ９４０

９,３９７ １,８８０

９,３９７ ２,８２０

要介護４ １,０４１ 単位

１０,６９１
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掲示・閲覧用

② 加算額（算定しない加算においては、網掛けをしております。）

右上　１割自己負担額)

中央　２割自己負担額)

右下　３割自己負担額)

( 円 : 円 ) ①

( 円 : 円 )

( 円 : 円 ) ②

以下のいずれにも該当していること

①

②

③

④

以下①から③のいずれの要件にも該当していること

①

②

③

項目 単位数 （左　費用総額　： 該当要件

（１日につき） ４０ 単位

４１０ ４１

入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修
等を行うこと。

入浴介助
加算（Ⅰ）

入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有し
て行われる入浴介助である。

４１０ ８２

４１０ １２３

入浴介助
加算（Ⅱ）

（１日につき） ５５ 単位

(

( ５６４ 円 : １１３ 円 )

５６４ 円 : ５７ 円 )

入浴介助を適切に行うことができる人員及び設備を有し
て行われる入浴介助である。

１７０ 円 )

円 : ４７ 円 ) 指定基準に規定する介護職員又は看護職員の員数に
加え、介護職員又は看護職員を常勤換算方法で2名以
上確保している。

( ４６２ 円 : ９３ 円 ) 要介護3以上のお客様の割合が30％以上である。単位

( ４６２

( ５６４ 円 :

( ４６２ 円 : １３９ 円 )

サービス提供時間帯を通じて、専従の看護職員を1名以
上確保している。

生活機能向上
連携加算（Ⅰ）

（3ヶ月に
1回を限度
として１回
につき）

１００ 単位

( １,０２７

)

( １,０２７ 円 : ３０９ 円 )

円 : １０３ 円 )

中重度者ケア
体制加算

（１日につき） ４５

)

( ２,０５４ 円 : ６１７ 円 )

円 :

訪問・通所リハビリテーションを実施している事業所又はリハビ
リテーションを実施している医療提供施設の理学療法士等や
医師からの助言（アセスメント・カンファレンス）を受けることが
できる体制を構築し、助言を受けた上で、機能訓練指導員等
が生活機能の向上を目的とした個別機能訓練計画を作成等
する。 理学療法士等や医師は、通所リハビリテーション等の
サービス提供の場又はICTを活用した動画等により、利用者
の状態を把握した上で、助言を行う。

( １,０２７ 円 : ２０６ 円

( ２,０５４ 円 : ４１１ 円

生活機能向上
連携加算（Ⅱ）

（１ヶ月につき） ２００ 単位

( ２,０５４

個別機能
訓練加算
を算定
している

場合
１００ 単位

(

医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介護支
援専門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を
行うことができる福祉用具専門相談員、機能訓練指導
員、地域包括支援センターの職員その他住宅改修に関
する専門的知識及び経験を有する者(※以下「医師等」)
が利用者の居宅を訪問し、浴室での利用者の動作及び
浴室の環境を評価していること。この際、利用者の居宅
の浴室が利用者自身又は家族等の介助により入浴を行
うことが難しい環境にある場合は、訪問した医師等が介
護支援専門員・福祉用具専門相談員と連携し、福祉用
具の貸与・購入・住宅改修等の浴室の環境整備に係る
助言を行う。
ただし、医師等による利用者の居宅への訪問が困難な
場合には、医師等の指示の下、介護職員が利用者の居
宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握した浴室に
おける当該利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医
師等が当該評価・助言を行っても差し支えないものとす
る。

入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況
に近い環境（利用者の居宅の浴室の手すりの位
置や使用する浴槽の深さ及び高さ等に合わせて、当該
事業所の浴室に福祉用具等を設置することにより、利用
者の居宅の浴室の状況を再現しているものをいう。）に
て、入浴介助を行う。

利用者の居宅を訪問した医師等と連携の下で、利用者
の身体の状況や訪問により把握した利用者の居宅の浴
室の環境等を踏まえた個別の入浴計画を作成する。た
だし、個別の入浴計画に相当する内容を通所介護計画
に記載することをもって個別の入浴計画の作成に代える
ことができる。

２０６ 円 )

)

１,０２７ 円 : １０３ 円 )

( １,０２７ 円 : ２０６ 円

訪問・通所リハビリテーションの理学療法士・作業療法士・言
語聴覚士が利用者宅を訪問して行う場合又は、リハビリテー
ションを実施している医療提供施設の理学療法士・作業療法
士・言語聴覚士・医師が訪問して行う。

6 / 17 ページ



掲示・閲覧用

（１ヶ月に
つき） ( １,０２７ 円 : ３０９ 円 )
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掲示・閲覧用

右上　１割自己負担額)

中央　２割自己負担額)

右下　３割自己負担額)
以下①から③のいずれの要件にも該当していること

①

②

③

以下のいずれの要件にも該当していること

①

②

以下のいずれの要件にも該当していること

① 個別機能訓練加算(Ⅰ)を実施している。

②

以下①から③のいずれの要件にも該当していること

①

②

③

以下①及び②のいずれの要件にも該当していること

①

②

該当要件

個別機能訓練
加算（Ⅰ）イ

（１日につき） ５６ 単位

( ５７５

項目 単位数 （左　費用総額　：

円 : ５８ 円 ) 機能訓練指導員を専従１名以上配置している。

( ５７５ 円 : １１５ 円 )

利用者の心身の状況に応じて、身体機能及び生活機能
の向上を目的とする機能訓練項目を柔軟に設定する。

訓練項目は複数種類準備し、その選択に当たっては利
用者の生活意欲が増進されるよう利用者を援助する。

( ５７５ 円 : １７３ 円 )

円 : ７８ 円 )

①に加え、サービス提供時間帯を通じて機能訓練指導
員を専従1名以上配置している。

( ７８０ 円 : ２３４ 円 )

１５６ 円

４１ 円 )

( ７８０

個別機能訓練
加算（Ⅱ）

（１ヶ月につき） ２０ 単位

( ２０５

個別機能訓練
加算（Ⅰ）ロ

（１日につき） ７６ 単位 )

個別機能訓練加算（Ⅰ）イの①から③の要件を満たして
いる。

( ７８０ 円 :

円 : ３１ 円 )

利用者等(当該施設等の評価対象利用期間が６月を超
える者）の総数が10人以上である。

利用者等全員について、利用開始月と、当該月の翌月
から起算して６月目（６月目にサービスの利用がない場合
はサービスの利用があった最終月）において、Barthel
Indexを適切に評価できる者がADL値を測定し、測定した
日が属する月ごとに厚生労働省に提出している。

個別機能訓練計画等の内容を厚生労働省に提出し、
フィードバックを受けている（「CHASE」へのデータ提出と
フィードバックの活用）。

( ２０５ 円 : ６２ 円 )

円 : ２１ 円 )

( ２０５ 円 :

ADL維持等加算
（Ⅰ）

（１ヶ月につき） ３０ 単位

( ３０８

ADL維持等加算
（Ⅱ）

（１ヶ月につき） ６０ 単位

( ６１６

 利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定した
ＡＤＬ値から利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除し、初
月のADL値や要介護認定の状況等に応じた値を加えて
得た値（調整済ＡＤＬ利得）について、利用者等から調整
済ＡＤＬ利得の上位及び下位それぞれ１割の者を除いた
者を評価対象利用者等とし、評価対象利用者等の調整
済ＡＤＬ利得を平均して得た値が１以上である。

( ３０８ 円 : ９３ 円 )

( ３０８ 円 : ６２ 円 )

)
評価対象利用者等の調整済ＡＤＬ利得を平均して得た
値が3以上である。

( ６１６ 円 : １８５ 円 )

円 : ６２ 円 )
ADL維持等加算(Ⅰ)の①と②の要件を満たしている。

( ６１６ 円 : １２４ 円
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掲示・閲覧用

右上　１割自己負担額)

中央　２割自己負担額)

右下　３割自己負担額)
以下①から⑤のいずれの要件にも該当していること

①

②

③

④

⑤

（1）ADL利得が0より大きいお客様・・・1

（2）ADL利得が0のお客様・・・0

（3）ADL利得が0未満のお客様・・・-1

※ 適用期間：2023年3月31日まで

以下①から③のいずれの要件にも該当していること

①

②

③

④

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

以下①から③のいずれの要件にも該当していること

①

②

③

※

以下①から③のいずれの要件にも該当していること

①

②

③ 計画の進捗状況を定期的に評価している。

項目 単位数 （左　費用総額　： 該当要件

円 : ３ 円 )

お客様（連続して6ヶ月以上利用し、5時間以上の算定回
数が5時間未満の算定回数を上回る者）の総数が20人以
上である。

①のうち、評価対象利用期間の初月において、要介護3
以上のお客様の割合が15％以上である。

ADL維持等加算
（Ⅲ）

（１ヶ月につき） ３ 単位

( ３０

④の要件を満たすお客様のうち、ADL利得が多い順に、
提出者の総数の上位85％のお客様について、次の（1）
から（3）に掲げる区分に応じ値を合計して得た値が0以
上である。

( ３０ 円 : ９ 円 )

①のうち、評価対象利用期間の初月の時点で、初回の
要介護認定・要支援認定があった月から起算して12ヶ月
以内のお客様が15％以下である。

①のうち、評価対象利用期間開始月と、当該月から起算
して6ヶ月目において、機能訓練指導員がADLを評価
し、その評価に基づく値を測定し、測定した日が属する
月ごとに厚生労働省に当該測定が提出されているお客
様が90％以上である。

( ３０ 円 : ６ 円 )

円 : ６２ 円 )( ６１６
指定基準に規定する介護職員又は看護職員の員数に
加え、介護職員又は看護職員を常勤換算方法で2名以
上確保している。

若年性
認知症利用者

受入加算
（１日につき） ６０ 単位

６１６ ６２

)

( ６１６ 円 : １８５ 円 )

認知症加算 （１日につき） ６０ 単位 ( ６１６ 円 : １２４ 円

当該事業所の従業者として又は外部（※）との連携により
管理栄養士を１名以上配置している。

利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活
相談員その他の職種の者が共同して栄養アセスメントを
実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果を
説明し、相談等に必要に応じ対応する。

若年性認知症者を受入れ、個別担当者を定めている。６１６ １２４

６１６ １８５

栄養改善加算
（月２回限度

として
１回につき）

２００ 単位

( ２,０５４

利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出
し、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養
管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用
している。

( ５１３ 円 : １５４ 円 )
 他の介護事業所、医療機関、介護保険施設、日本栄養
士会や都道府県栄養士

( ５１３

(

栄養アセスメント
加算

（１ヶ月につき） ５０ 単位

)

)５１３ 円 : ５２ 円

日常生活自立度Ⅲ以上のお客様の割合が15％以上で
ある。

サービス提供時間帯を通じて、認知症介護指導者研修、
認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修
を修了した者を1名以上確保している。

当該事業所の従業者に対する認知症ケアに関する事例
の検討や技術的指導に係る会議を定期的に開催してい
ること。

計画に従い、栄養改善サービスを行っているとともに栄
養状態を定期的に記録している。

( ２,０５４ 円 : ６１７ 円 )

円 : ２０６ 円 ) 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理
栄養士を1名以上配置し、利用開始時に栄養状態を把
握し、栄養ケア計画を作成している。

( ２,０５４ 円 : ４１１ 円

円 : １０３ 円 )
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掲示・閲覧用

右上　１割自己負担額)

中央　２割自己負担額)

右下　３割自己負担額)

以下①から⑤のいずれの要件にも該当していること

①

②

③

④

⑤

以下のいずれの要件にも該当していること

① 口腔機能向上加算(Ⅰ)の①から⑤の要件を満たしている。

②

以下のいずれの要件にも該当していること

①

②

( 円 : 円 ) 以下のいずれかに該当すること

( 円 : 円 ) ① 介護福祉士70％以上

( 円 : 円 ) ② 勤続10年以上介護福祉士25％以上

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 ) 以下のいずれかに該当すること

( 円 : 円 ) ① 介護福祉士40％以上

( 円 : 円 ) ② 勤続7年以上30％以上

項目 単位数 （左　費用総額　： 該当要件

介護サービス事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６
月ごとに利用者の口腔の健康状態及び栄養状態について確
認を行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専門員に
提供している。（※栄養アセスメント加算、栄養改善加算及び
口腔機能向上加算との併算定不可）

( ２０５ 円 : ４１ 円
口腔・栄養

スクリーニング
加算（Ⅰ）

（6ヶ月に1回） ２０ 単位

( ２０５

)

( ２０５ 円 : ６２ 円 )

円 : ２１ 円 )

円 : ６ 円 ) 利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定してい
る場合に、口腔の健康状態と栄養状態のいずれかの確認を
行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専門員に提供
している。（※栄養アセスメント加算、栄養改善加算又は口腔
機能向上加算を算定しており加算（Ⅰ）を算定できない場合
にのみ算定可能）

( ５１ 円 : １１ 円

( ５１

口腔機能
向上加算（Ⅰ）

（月２回限度
として

１回につき）
１５０ 単位

)

( ５１ 円 : １６ 円 )

口腔・栄養
スクリーニング

加算（Ⅱ）
（6ヶ月に1回） ５ 単位

１６５ 円 )

( １,６４３ 円 : ３２９ 円 )

( １,６４３

科学的介護推進
体制加算

（１ヶ月につき） ４０ 単位

( ４１０

口腔機能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省に
提出し、口腔機能向上サービスの実施にあたって当該
情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のた
めに必要な情報を活用している。

( １,６４３ 円 : ４９３ 円 )

口腔機能
向上加算（Ⅱ）

（月２回限度
として

１回につき）
１６０ 単位

)

( ４１０ 円 : １２３ 円

円 :

)

円 : ４１ 円 ) 入所者・利用者ごとの、ADL値、栄養状態、口腔機能、
認知症の状況その他の入所者の心身の状況等に係る基
本的な情報を、厚生労働省に提出し、少なくとも「３月に
１回」に見直す。

( ４１０ 円 : ８２ 円
必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提
供に当たって、上記の情報その他サービスを適切かつ
有効に提供するために必要な情報を活用している。

サービス提供
体制強化加算

（Ⅰ）
（１日につき） ２２ 単位

２２５ ２３

２２５ ４５

２２５ ６８

サービス提供
体制強化加算

（Ⅲ）
（１日につき） ６ 単位

６１

サービス提供
体制強化加算

（Ⅱ）
（１日につき） １８ 単位

１８４

７

６１ １３

６１ １９

介護福祉士50％以上１８４ ３７

１８４ ５６

１９

利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚
士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員、そ
のほかの職員の者が共同して口腔機能改善管理指導計
画を作成している。
利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴
覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービ
スを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に
記録する。
利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を
定期的に評価している。

( １,５４０ 円 : ４６２ 円 )

通所介護費算定方法第一号に規定する基準のいずれ
にも該当しない。

( １,５４０ 円 : ３０８ 円 )

( １,５４０ 円 : １５４ 円 )

言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を一名以上配置
している。
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掲示・閲覧用

以下①から⑦の要件に該当していること　 (⑧～⑩は令和8年度特例要件での追加項目にあたります。)

① 経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上配置していること

② 改善後の賃金年俸440万円以上が1人以上

③ 職場環境の更なる改善、見える化

④ 資格や勤続年数に応じた昇給の仕組みの整備

⑤ 新加算（Ⅳ）の1/2（7.2％）以上を月額賃金で配分

⑥ 職場環境の改善（職場環境等要件）

⑦ 賃金体系等の整備及び研修の実施等

⑧ 訪問・通所サービス等：ケアプランデータ連携システムを利用している。又は利用することを誓約していること

⑨ 施設サービス等：生産性向上推進体制加算Ⅰ又はⅡを算定していること。又は算定を誓約していること

⑩ 社会福祉連携推進法人に所属していること

※

③ 減算額

右上　１割費用)

中央　２割費用)

右下　３割費用)

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

( 円 : 円 )

①

②

①

②

③

④

Ⅱ 運営基準（省令）で定められた「その他の費用」 (全額自己負担)

リハビリパンツ 円

テープ式 円

フラット式 円

尿取りパット 円

４）

通常の事業の実施地域を越えた地点から左記料金に基
づき算定します

その他日用品費 実費相当額 個別で使用するレクリエーション材料費等

３） 交通費 １ｋｍ １４ 円

２） おむつ代

１枚 ８０

お客様の希望により提供した場合
（持参の場合は無料）

１枚 ７０

１枚 ５０

１枚 ５０

区　　分 金　　額 内容の説明

１）
食事の提供に
関する費用 昼食代 １日 ７４０ 円 昼食代

高齢者虐待防止
措置未実施減算

所定単位数の
1.0％を減算

虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可能）を定期的に開催
するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。

虐待の防止のための指針を整備すること。

従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

４８２ ９７

４８２ １４５

業務継続計画
未実施減算

所定単位数の
1.0％を減算

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するた
めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定すること

当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること

送迎減算 （片道につき） ４７ 単位

４８２ ４９

通所介護事業所と居宅との間の送迎を行わない場合

項目 単位数 （左　費用総額　： 該当要件

同一建物に
対する

送迎減算
（１日につき） ９４ 単位

９６５ ９７
通所介護事業所と同一建物に居住するお客様が当該通所介
護を利用する場合

９６５ １９３

９６５ ２９０

介護職員等処遇
改善加算（Ⅳ）

（介護報酬総単位数×8.3％加算）

上記⑤から⑦の要件に該当していること

感染症又は災害
の発生を理由と
する利用者数の
減少が一定以上
生じている場合の

加算

 （所定単位数の3％加算）

感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が生じ、当該月の利用者数の実績が当該月の前年度における月平均
の利用者数よりも5％以上減少している場合。

利用者数が減少した月の翌々月から3月以内に限り算定可能。ただし特別の事情があると認められる場合は、当該加算
の期間が終了した月の翌月から3月以内に限り、引き続き算定可能。

介護職員等処遇
改善加算（Ⅲ）

（介護報酬総単位数×9.9％加算）

上記④から⑦の要件に該当していること

介護職員等処遇
改善加算（Ⅰ）　ロ

介護職員等処遇
改善加算（Ⅱ）　ロ

（介護報酬総単位数×11.8％加算）

上記②から⑩の要件に該当していること

該当要件
項目

単位数

（介護報酬総単位数×12.0％加算）
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Ⅲ 通常のサービス提供の範囲を超える保険外の費用（全額自己負担）

Ⅰの①②で定められている内容以外のサービス提供を受けた場合、又は制度上の支給限度額を超えてサービス提供を受けた

場合にかかる費用です。

（保険外のサービスを受ける場合は、居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作成する際に、介護支援専門員から説

明の上、お客様の同意を得ることになります。）

9. 利用料金、その他の費用のお支払い方法

（1） 利用料、その他の費用は利用月ごとに計算し、請求いたします。

請求書は毎回のサービス提供の明細書を添えて、お渡しいたします。お客様が内容をご確認の上、利用月の翌月２８日に口座

振替にてお支払いください。

* 入金確認後、領収書を発行いたしますので、大切に保管してください。尚、領収書の再発行は致しかねます。

* お客様が正当な理由がなく利用料の自己負担分を３ヶ月以上滞納した場合には、事業者はお客様に対し、書面により

１ヶ月以上の期間を定めて、期間内に滞納額の全額の支払いがない際はこの契約を解除する旨の催告をすることができ

ます。事業者は必要な措置を講じた上で、お客様が期間内に滞納額を支払わなかったときは、書面をもって契約を解除

することができます。

（2） 保険料の滞納等により法定代理受領ができなくなった場合、１ヶ月につき要介護度に応じた金額をいただき、本事業所から

サービス提供証明書を交付します。

サービス提供証明書を後日、保険者の窓口に提出しますと自己負担額を除く全額の払い戻しを受けられます。

（3） 保険適用外部分について料金改定する際には、１ヶ月以上前にお客様に文書で連絡します。

10. サービス利用の中止、変更、追加

（1） 利用予定日の前に、お客様の都合により、サービス利用を中止又は変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができ

ます。この場合は、サービス実施日の前日までに事業所にお申し出ください。

（2） 利用予定日の前日（１５：００）までに申し出がない場合、キャンセル料として下記の料金をお支払いいただく場合があります。

ただし、お客様の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りではありません。

11. サービス利用に関する留意事項

（1） 施設、設備、敷地等はその本来の用途に従って利用してください。

（2） 故意に、又は通常必要と思われる注意を払えば避けられたにも拘らず、施設、設備等を壊したり汚したりした場合には、自己

負担により原状に回復していただくか、本事業者にその原状回復にかかった費用をお支払いいただく場合があります。

（3） 本事業所の職員や他のお客様に対して、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動等を行う事はできません。

（4） 敷地内に喫煙場所の設置はございません。

（5） 特段の事情がない限り、貴重品の持ち込みはご遠慮下さい。

12.

サービス提供中に容態の急変等の緊急事態や事故が発生した場合は、下記の方法で対応します。

（1） サービス提供中に事故が発生、又は容態の急変等の緊急事態が発生した場合は、事前の打ち合わせに沿って連絡いたしま

す。（お客様の主治医、救急隊、緊急連絡先（ご家族等）、介護支援専門員、お住まいの行政機関、その他）

（2） 急を要する場合は、事業所の判断により救急車を要請し、事後報告となる場合もあります。

（3） 必要に応じて、警察、消防、市区町村、その他関連機関への連絡をいたします。

（4） 事故再発防止策として、事故報告書に基づき調査・検討をして防止策を講じます。

（5） 施設内の会議に事故事例を提出し、再発の防止に努めます。

サービス利用日の前日１５:００までに連絡

時　　期 キャンセル料

事故発生時及び緊急時の対応

サービス利用日の前日１５：００までに連絡がなかった場合 ７４０　円

無料
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13. サービスの内容及び個人情報取り扱い等に関する苦情・相談について

サービスの内容及び個人情報取り扱い等に苦情・相談がある場合は、下記窓口にご連絡下さい。

14. 個人情報の保護について

（1） 事業者は、お客様及びお客様のご家族の個人情報を適切に取り扱うことは、介護サービスに携わるものの重大な責務と考え、

事業者が保有する個人情報に関して適正かつ適切な取扱いに努め、個人情報に関連する法令その他関係法令、厚生労働

省のガイダンス及び当社プライバシーポリシーを遵守します。

① 事業者及び事業所の従業員は、正当な理由なくその業務上知り得たお客様及びご家族の秘密を漏らしません。

② 事業者及び事業所の従業員であったものは、退職後も正当な理由なくその業務上知り得たお客様及びご家族の秘密を

漏らしません。

③ 事業所ではお客様の医療上緊急の必要がある場合又は、サービス担当者会議等で必要がある場合、必要な範囲内でお

客様又はご家族の個人情報を利用します。

（2） 事業者が医療・介護関係事業者に委託をする場合、個人情報保護法及び厚生労働省ガイダンスの趣旨を理解し、それに則っ

た対応を行う事業者を選定し、かつ秘密保持契約を締結した上で情報提供し、委託先への適切な監督を行います。

15. 虐待防止の取り組みについて

本事業所は、虐待の発生を防止するため、以下の措置を講じます。

（1）

（2）

①

②

③

④

⑤

（3） 研修の実施

指針に基づき、虐待防止に関する研修を年2回の実施いたします。

（4） 虐待防止に関する担当者は管理者といたします。

虐待予防、早期発見に向けた取り組みに関すること。

虐待が発生した場合に、その対応に関すること。

虐待の原因分析と再発防止策に関すること。

指針の策定及び掲示等

『利用者への虐待は人権侵害であり、犯罪行為である』と認識し、関係法令に基づき虐待の禁止、予防及び早期発見を徹底

するため、指針を策定し、施設内に掲示または備え付けの書面（紙ファイル等）、電子機器による電磁的記録の供覧等により

公表いたします。

委員会の開催

虐待防止及び早期発見への組織的対応を図ることを目的に「虐待防止検討委員会」を設置し、年4回委員会を開催し、

次に掲げる事項について協議いたします。

虐待防止のための指針、マニュアル等の整備及び職員への周知に関すること。

職員の人権意識を高めるための研修計画の策定に関すること。

【事業者の窓口】 所在地 岐阜県岐阜市茜部菱野３－１４３－１

あずみ苑岐阜
ＴＥＬ ０５８－２７３－４１６５

受付時間 ８:３０～１７：３０ 苦情受付・解決責任者　　管理者

【公的団体の窓口】 所在地 岐阜県岐阜市下奈良２丁目２番１号 岐阜県福祉・農業会館内

岐阜県国民健康
保険団体連合会

介護・障害課苦情相談係

ＴＥＬ ０５８－２７５－９８２６

受付時間 ９：００～１７：００

【市区町村の窓口】 所在地 岐阜県岐阜市今沢町１８番地

岐阜市役所
介護保険課

ＴＥＬ ０５８－２６５－４１４１

受付時間 ８：４５～１７：３０

【市区町村の窓口】 所在地

ＴＥＬ

受付時間
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16. 身体的拘束廃止の取り組みについて

（1) 指針の策定

（2）

①

②

③

④

（3） 研修の実施

指針に基づき、身体的拘束禁止に関する研修を年2回の実施いたします。

17. 記録の整備について

本事業所は、従業者、設備、備品、会計及び通所介護の提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存するものと

する。

（1） 用紙で保管する場合

・ 鍵のかかる保管場所に保管します。外部に持ち出す場合は、持ち出し記録簿に記入し、管理します。

・ 記録の閲覧及び写しの交付は、本人及びご家族に限り可能です。

・ 保管期間が終了した書類については、シュレッダーにかけた上で破棄します。

（2） 電子媒体で保存する場合

・ お客様のデータを保存するパソコンは、ログイン時パスワードを求める等のセキュリティを設定し、お客様のデータに対してア

クセス権限のない第三者が不正にパソコン操作を行うことができないようにします。

・ データの閲覧、利用に関して、データアクセス時にパスワードを要求する等のセキュリティを設定し、許可された者のみがアク

セスできるようにします。

・ 外部へのデータの持ち出しは禁止し、保存期間が終了したデータはパソコンより消去します。

緊急をやむを得ず身体的拘束等を行なっている場合については、解除に向けた対策に関すること。

身体的拘束禁止のための指針を策定し、お客様又は他のお客様等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体的拘束その他お客様の行動を制限する行為はいたしません。なお、緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合

には、事前にお客様又はそのご家族等に説明を行い、内容及び時間、その際のお客様の心身の状況、緊急やむを得なかっ

た理由を記録します。

委員会の開催

身体的拘束禁止に関して組織的対応を図ることを目的に「身体的拘束禁止委員会」を設置し、年4回委員会を開催し、次に掲

げる事項について協議いたします。

緊急やむを得ず身体的拘束を行わなければならない場合に、その対応に関すること。

身体的拘束禁止対応策の担当者から、前回委員会の議事録及び身体的拘束の解除に向けての経過観察記録に

関すること。

身体的拘束の状況等を集計・分析し、身体的拘束の発生原因や結果等のとりまとめに関すること。
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18. 契約の解約、解除

（1） 当然終了

以下の場合は、自動的にサービスを終了いたします。

・ お客様がお亡くなりになった場合

・ お客様が介護老人福祉施設、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介護を

利用することとなった場合

・ お客様の要介護状態区分が、自立（非該当）と認定された場合、ただし、日常生活支援総合事業対象者は除く

・ お客様の最終利用月から２年が経過した場合

（2） お客様からの解除

契約の有効期間であっても、いつでも解約届出書により、３日以上の予告期間をもって解約の申し入れを行い、予告期間満

了日をもって解除することができます。

以下の場合は、解約届出書により直ちに解除することができます。

・ 事業者が正当な理由なく、お客様の請求にもかかわらずサービスを提供しようとしない場合

・ 事業者が個人情報の適正かつ適切な取扱いに違反した場合

・ 事業者がお客様の身体、財産、名誉等を傷つけ、又は著しい背信行為を行うなど、サービスの提供を継続しがたい重大

な事由が認められる場合

（3） 事業者からの解除

以下の場合には、２週間以上の予告期間をもって書面により甲に本契約の解除を申し入れることで、予告期間満了日に本契

約を解除することができるものとします。

・ お客様が法令違反に該当する行為をしている場合

・ お客様が他の利用者の迷惑になる行為をし、事業者の要請にもかかわらず是正されない場合

・ お客様が事業者の職員の職務を妨害する行為をし、事業者の要請にもかかわらず是正されない場合

・ お客様の行為が事業者の施設運営に重大な支障をきたすと事業者が判断し、事業者の催告にもかかわらず是正されな

い場合

解除する場合は、担当の介護支援専門員に連絡を取り、必要な措置を講じます。

19. 残置物の取扱い

お客様は、本契約終了後、事業所に残置しているお客様の所有物を直ちに撤去するものとし、お客様が直ちに撤去しなかった場

合は、事業所が撤去し、その費用を事業所の請求によりお客様に負担していただきます。

20. 損害賠償

サービス提供により事故が発生した場合は、市区町村、お客様のご家族、居宅介護支援事業所等に速やかに連絡するとともに、

必要な措置を講じます。また、サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに損害賠償をします。
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21. 業務継続計画

（1） 非常災害対策

災害や感染症が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できるよう、業務継続計画（BCP）の策定、研修の実

施、訓練の実施等をおこない、業務継続に向けた取組の強化を図ります。

①

②

③

（2） 感染症対策の取り組みについて

感染症が発生した場合であっても、研修の実施等をおこない、業務継続に向けた取組の強化を図ります。

① 指針の策定

② 委員会の開催

③ 研修の実施

22. その他

事業所に対する質問・要望等については事業所として適切に対応いたします。

災害対応 連絡網により可能な限り職員を招集します。また、ご家族に速やかにご連絡いたします。

防災設備 火災報知器、非常用放送設備などが備わっております。また、施設内各所に消火器を備え付けております。

消防計画、業務継続計画（BCP）に基づき、消火訓練、避難誘導訓練、地震訓練、風水害想定訓練などの防災訓練、

指針に基づき、感染症対策に関する研修を年2回の実施いたします。

を講ずるための体制を整備することを目的に、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を定め、利用者の

安全確保を図ります。

感染対策委員会は、定例開催するほか、必要に応じて開催することとし、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止に関する

内容について協議いたします。

感染者の発生を想定した机上訓練及び実地訓練および研修を実施いたします。 訓練日に当該施設を利用されている

お客様は訓練に参加していただく場合があります。 また、非常災害に関する訓練の実施については、地域住民の参加が

得られるよう連携に努めます。

当事業所の運営に関し、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、

かつ衛生上必要な措置を講ずるとともに、事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置
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通所介護契約書の締結に際して、上記内容の説明を行い、交付しました。

年 月 日

東京都中野区本町一丁目１２番８号

株式会社アズ・ライフケア

上記内容について説明を受け、その全てについて同意し、交付を受けました。

【お客様】 住所

氏名

【署名代行者】 住所

事業所名 あずみ苑岐阜 事業所番号 第　　２１７０１１２８４７　　号

氏名

氏名

事業者(法人)名

代表者名 代表取締役 前田　隆博

【事業者】 所在地

説明日

説明者 職名

続柄 印

印

印
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